
報告第３号

令和４年度新城市一般会計予算の継続費に係る繰越計算書

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定により、別

紙のとおり報告する。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行



別紙

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

2 総務費 1 総務管
理費

庁内LAN管理
事業

11,550,000 8,855,000 8,855,000 0 8,855,000 8,855,000 355,000 0 0 8,500,000

10 教育費 2 小学校
費

小学校管理事
業

11,888,000 3,581,000 0 3,581,000 2,007,500 1,573,500 1,573,500 1,573,500 0 0 0 0

10 教育費 3 中学校
費

中学校管理事
業

6,571,000 1,218,000 0 1,218,000 669,185 548,815 548,815 548,815 0 0 0 0

30,009,000 13,654,000 0 13,654,000 2,676,685 10,977,315 10,977,315 2,477,315 0 0 8,500,000 0

令和４年度新城市一般会計継続費繰越計算書

令和４年度継続費予算現額 左の財源内訳

特定財源

合計

款 項 事業名 継続費の総額
支出済額及び
支出見込額

残額
翌年度

逓次繰越額
予算計上額

前年度
逓次繰越額

計 繰越金



報告第４号

令和４年度新城市一般会計予算の繰越明許費に係る繰越計算書

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により、別

紙のとおり報告する。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行



別紙

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円 円

2 総務費 1 総務管理費 人事管理一般事務経費 1,667,000 1,667,000 0 0 0 0 0 1,667,000

鳳来総合支所周辺整備事業 17,006,000 17,006,000 0 0 0 0 0 17,006,000

4 衛生費 2 清掃費 クリーンセンター整備事業 10,395,000 10,395,000 0 0 0 0 0 10,395,000

最終処分場維持管理事業 1,815,000 1,815,000 0 0 0 0 0 1,815,000

6 農林水産業費 1 農業費 農業経営近代化施設整備事業 114,553,000 114,553,000 0 0 114,553,000 0 0 0

学童農園山びこの丘管理運営事業 1,026,000 1,026,000 0 0 0 0 0 1,026,000

2 農業土木費 緊急改修事業 5,100,000 5,100,000 0 0 0 0 0 5,100,000

7 商工費 1 商工費 企業用地等開発推進事業 6,050,000 6,050,000 0 0 0 0 0 6,050,000

観光施設等維持管理事業 4,654,000 4,654,000 0 0 0 0 0 4,654,000

8 土木費 1 土木管理費 豊橋新城スマートＩＣ（仮称）整備事業 13,800,000 13,800,000 0 2,750,000 0 2,000,000 6,624,000 2,426,000

地籍調査事業 4,313,000 4,313,000 0 0 3,000,000 0 0 1,313,000

2 道路橋りょう費 道整備交付金事業 284,510,000 284,171,000 0 140,255,000 0 126,100,000 0 17,816,000

3 河川費 洪水ハザードマップ作成事業 19,800,000 19,800,000 0 9,400,000 0 0 0 10,400,000

4 都市計画費 狭あい道路整備等推進事業 10,000,000 9,700,000 0 0 0 0 0 9,700,000

5 住宅費 公営住宅等管理事業 2,514,000 1,566,000 0 0 0 0 0 1,566,000

9 消防費 1 消防費 福利厚生・研修事業 545,000 498,000 0 0 0 0 0 498,000

防災資機材等整備事業 2,400,000 2,293,000 0 0 0 0 2,293,000 0

10 教育費 2 小学校費 トイレ洋式化事業 2,500,000 2,495,000 0 0 0 0 0 2,495,000

小学校管理事業 13,486,000 8,296,000 0 0 0 0 0 8,296,000

5 保健体育費 学校給食施設改築事業 266,183,000 196,657,000 0 0 0 187,300,000 0 9,357,000

11 災害復旧費 2 公共土木施設災害復旧費現年発生災害復旧事業 46,000,000 18,796,000 0 5,896,000 0 2,900,000 0 10,000,000

828,317,000 724,651,000 0 158,301,000 117,553,000 318,300,000 8,917,000 121,580,000

令和４年度新城市一般会計繰越明許費繰越計算書

左の財源内訳

未収入特定財源

合計

款 項 事業名 金額
翌年度
繰越額 既収入

特定財源
一般財源



報告第５号

令和４年度新城市水道事業会計予算の建設改良費に係る繰越計算書

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定により、別紙

のとおり報告する。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行



別紙

当 年 度 損 益

勘定留保資金

1 1 円 円 円 円 円 円

水 道 事 業 建 設 改 良 費 配水設備改良費 430,045,000 359,185,395 13,000,000 13,000,000 57,859,605 － 工 事 名 : 配水管布設替工事

資 本 的 支 出 路線名等 : R４－改－４

工 事場所 : 新城市小畑地内

工事概要 ： 工事延長　Ｌ＝３４２．８ｍ

繰越理由：

不 用 額

翌年度繰越額
に係る繰越を要
するたな卸資産
の購入限度額

説　　　　　明

発 生 額 繰 越 額

関連する小畑吉川線道路改良工事(土木
課施工)において、工事施工に伴い発生し
た電柱移転に日数を要し、令和４年度内
完了が困難となったため。

令和４年度新城市水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

ＨＰＰＥφ７５＝８０．８ｍ

ＨＰＰＥφ５０＝２６２．０ｍ

仕切弁３箇所、排泥弁２箇所

款 項 事 業 名 予 算 計 上 額

支 払 義 務 翌 年 度 左の財源内訳



報告第６号

令和４年度新城市下水道事業会計予算の建設改良費に係る繰越計算書

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定により、別紙

のとおり報告する。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行



別紙

当 年 度 損 益

勘定留保 資金

1 1 円 円 円 円 円 円 円 円 円

下 水 道 事 業 建 設 改 良 費 管 渠 整 備 費 344,981,000 281,439,477 58,302,000 17,664,157 1,307,945 33,100,000 6,229,898 5,239,523 － 工 事 名 : 公共下水道汚水管渠布設工事

資 本 的 支 出 路 線 名 等 : １－２ 中市場処理分区

工 事 場 所 : 新城市野田地内

工 事 概 要 ： 開削工 VUΦ１５０　L＝３０５．５ｍ

繰越理由：

工 事 名 :

路 線 名 等 : Ｒ４－農設改－５

工 事 場 所 : 新城市作手黒瀬地内ほか

工 事 概 要 ： 中継ポンプ用水位計　１０基

非常通報装置　２１式

ポンプ制御盤　１面

引込開閉器盤　１面

繰越理由：

1 1 円 円 円 円 円 円 円 円 円 工 事 名 :

下 水 道 事 業 建 設 改 良 費 処 理 場 整 備 費 32,904,000 20,506,200 12,397,000 6,198,500 2,603,370 2,700,000 895,130 800 －

資 本 的 支 出 路 線 名 等 : Ｒ４－農設改－７

工 事 場 所 : 新城市作手黒瀬地内

工 事 概 要 ： 機械設備工事　１式

電気設備工事　１式　

繰越理由：

一級河川野田川を橋梁添架工にて
横断するにあたり、河川管理者（愛知
県）との協議に不測の日数を要し、年
度内での完了が見込めなくなったた
め。

開成処理区　中継ポンプ施設更新
工事

更新する設備機器が、半導体不足
の影響により、年度内の納入が見
込まれなくなったため。

開成処理区　処理場機械電気設備
更新工事

更新する設備機器が半導体不足
の影響により、年度内の納入が見
込まれなくなったため。

中継ポンプ用水中汚水ポンプ　２台

（５０Ａ×０．１５９ｍ３／ｍｉｎ×５．１ｍ×０．７５ｋｗ）

中継ポンプ用水中汚水ポンプ　２台

（６５Ａ×０．２２４ｍ３／ｍｉｎ×８．０１ｍ×１．５ｋｗ）

款 項 事 業 名 予 算 計 上 額

支 払 義 務 翌 年 度 左の財源内訳

不 用 額

翌年度繰越額
に係る繰越を要
するたな卸資産
の購入限度額

説　　　　　明

発 生 額 繰 越 額

令和４年度新城市下水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

推進工 PEΦ７５　L＝１５６．２ｍ

入孔設置工 　N＝９箇所

取付管及び公共汚水ます設置工
　N＝７箇所

国庫補助金 県補助金 企業債



第１０５号議案

新城市税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第３項の規定により、議会の承

認を求める。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行

専決第２号

新城市税条例の一部改正

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、次の

とおり専決処分する。

令和５年３月３１日専決

新城市長 下 江 洋 行

新城市条例第２２号

新城市税条例の一部を改正する条例

新城市税条例（平成１７年新城市条例第９１号）の一部を次のように改正する。

附則第１０条中「、第６３条又は第６４条」を「又は第６３条」に、「、第６３条若

しくは第６４条」を「若しくは第６３条」に改める。

附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第２６項第１号イ」を「附則第１５条第

２５項第１号イ」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２６項第１号ロ」を「附則

第１５条第２５項第１号ロ」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２６項第１号ハ」

を「附則第１５条第２５項第１号ハ」に改め、同条第６項中「附則第１５条第２６項

第１号ニ」を「附則第１５条第２５項第１号ニ」に改め、同条第７項中「附則第１５

条第２６項第２号イ」を「附則第１５条第２５項第２号イ」に改め、同条第８項中「附

則第１５条第２６項第２号ロ」を「附則第１５条第２５項第２号ロ」に改め、同条第

９項中「附則第１５条第２６項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第２号ハ」に改

め、同条第１０項中「附則第１５条第２６項第３号イ」を「附則第１５条第２５項第

３号イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２６項第３号ロ」を「附則第１５

条第２５項第３号ロ」に改め、同条第１２項中「附則第１５条第２６項第３号ハ」を

「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、同条第１３項中「附則第１５条第２９項」



を「附則第１５条第２８項」に改め、同条第１４項中「附則第１５条第３３項」を「附

則第１５条第３２項」に改め、同条第１５項中「附則第１５条第３４項」を「附則第

１５条第３３項」に改め、同条第１７項を削る。

附則第１６条第１項中「第８項」を「第４項」に改め、同条第２項中「令和２年４

月１日から令和３年３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和８年３月３１日

まで」に、「令和３年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌

年度分」に改め、同条第３項から第６項までを削り、同条第７項中「附則第３０条第

７項」を「附則第３０条第３項」に、「３輪以上のガソリン軽自動車」を「３輪以上の

法第４４６条第１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項におい

て「ガソリン軽自動車」という。）」に改め、「、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月

１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年

度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、「令和５年３月３１日」を「令和８年３月

３１日」に、「令和５年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の

翌年度分」に、「第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句」を「同条第２号ア（イ）中「３，９００円」とあ

るのは「２，０００円」と、同号ア（ウ）ａ中「６，９００円」とあるのは「３，５００

円」」に改め、同項を同条第３項とし、同条第８項中「附則第３０条第８項」を「附則

第３０条第４項」に改め、「、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年

３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税

の種別割に限り」を削り、「令和５年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に、「令

和５年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、

「第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句」を「同条第２号ア（イ）中「３，９００円」とあるのは「３，０００円」

と、同号ア（ウ）ａ中「６，９００円」とあるのは「５，２００円」」に改め、同項を

同条第４項とする。

附則第１６条の２第１項中「第８項」を「第４項」に改める。

附則第２６条中「第１０項、第１５項から第１９項まで、第２１項、第２２項、第

２６項、第２９項、第３３項から第３５項まで、第３７項から第３９項まで、第４２

項若しくは第４３項」を「第９項、第１３項から第１７項まで、第１９項、第２０項、

第２４項、第２７項、第３１項から第３５項まで、第３８項、第３９項、第４３項若



しくは第４６項」に改める。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。

（固定資産税に関する経過措置）

第２条 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の新城市税条例（以下「新

条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和５年度以後の年度分の固

定資産税について適用し、令和４年度分までの固定資産税については、なお従前の

例による。

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項において「適

用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）附

則第１条第４号に掲げる規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」とい

う。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）をした同条

に規定する特例対象資産（以下この項において「特例対象資産」という。）（中小事

業者等が、同条に規定するリース取引（以下この項において「リース取引」という。）

に係る契約により特例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期間内

に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する特例対象資産を、適用期間内に

リース取引により引渡しを受けた場合における当該特例対象資産を含む。）に対し

て課する固定資産税については、なお従前の例による。

（軽自動車税に関する経過措置）

第３条 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和５年度以後の年度

分の軽自動車税の種別割について適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種別割

については、なお従前の例による。

（都市計画税に関する経過措置）

第４条 次項に定めるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和

５年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和４年度分までの都市計画税

については、なお従前の例による。

２ この条例の施行の日から地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を

改正する法律（令和５年法律第 号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日の



前日までの間における新条例附則第２６条の規定の適用については、同条中「、第

４３項若しくは第４６項」とあるのは、「若しくは第４３項」とする。



第１０６号議案

新城市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第３項の規定により、議会の承

認を求める。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行

専決第３号

新城市国民健康保険税条例の一部改正

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、次の

とおり専決処分する。

令和５年３月３１日専決

新城市長 下 江 洋 行

新城市条例第２３号

新城市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

新城市国民健康保険税条例（平成１７年新城市条例第１４２号）の一部を次のよう

に改正する。

第２条第３項ただし書中「２０万円」を「２２万円」に改める。

第２８条第１項中「２０万円」を「２２万円」に改め、同項第２号中「２８万

５，０００円」を「２９万円」に改め、同項第３号中「５２万円」を「５３万

５，０００円」に改める。

第２８条の２中「第２９条の２」を「第２９条の２第１項」に改める。

第２９条の２第２項中「その他の特例対象被保険者等であることの事実を証明する

書類」を「又は雇用保険受給資格通知（同令第１９条第３項に規定するものをいう。）」

に改める。

附則第１０項中「第２８条第１項」を「第２８条」に、「同条中」を「同条第１項中」

に改める。

附則第１１項、第１２項、第１４項から第１７項まで、第２０項及び第２１項中「第

２８条第１項の」を「第２８条の」に改める。

附 則



（施行期日）

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の新城市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度以後の

年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健康保険税につ

いては、なお従前の例による。



第１０７号議案

新城市行政財産使用料条例の一部改正

新城市行政財産使用料条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行

新城市行政財産使用料条例の一部を改正する条例

新城市行政財産使用料条例（平成１７年新城市条例第９３号）の一部を次のように

改正する。

第３条第３項を削る。

第４条を次のように改める。

（納付）

第４条 使用料は、使用又は利用を開始する日までに全額を納付しなければならな

い。

２ 前項の規定にかかわらず、使用又は利用の期間が翌年度のとき又は翌年度以降に

わたるときは、翌年度以降の使用料は、毎年度、当該年度分を４月３０日までに納

付しなければならない。

３ 前２項の規定にかかわらず、別表に掲げる施設の使用料は、市長が特に必要があ

ると認めるときは、分割して納付することができる。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の新城市行政財産使用料

条例の規定は、令和５年４月１日から適用する。

理 由

この案を提出するのは、行政財産の使用料の納付方法を整理するため必要があるか

らである。



第１０８号議案

新城市税条例の一部改正

新城市税条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行

新城市税条例の一部を改正する条例

新城市税条例（平成１７年新城市条例第９１号）の一部を次のように改正する。

第３４条の９第２項中「又は」の次に「当該控除することができなかった金額のう

ち法第３１４条の９第２項後段に規定する還付をすべき金額により」を加え、「の同項

の」を「の前項の」に、「若しくは市民税に充当し」を「、個人の市民税若しくは森林

環境税を納付し、若しくは納入し」に、「に充当する」を「を納付し、若しくは納入す

る」に改める。

第３６条の３の２第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項とし、

同条第４項中「第２項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項中

「前２項」を「第１項及び前項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項中「前

項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加え

る。

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払者を経由し

て提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年において当

該給与支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定によ

る申告書（その者が当該前年の中途において次項の規定による申告書を当該給与支

払者を経由して提出した場合には、当該前年の最後に提出した同項の規定による申

告書）に記載した事項と異動がないときは、給与所得者は、施行規則で定めるとこ

ろにより、前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定により記載すべき事項に代

えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定によ

る申告書を提出することができる。

第３８条の見出し中「方法」を「方法等」に改め、同条第１項中「によって」を「に

より」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する場合に併せて



賦課し、及び徴収する。

第４１条中「及び」を「、個人の」に、「の合算額」を「及び森林環境税額の合算額」

に、「によって」を「により」に改める。

第４４条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改め、

「均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。次項及び第

５項において同じ。）」を加え、同条第２項中「においては」を「には」に、「によって」

を「により」に改め、同条第３項、第５項及び第６項中「によって」を「により」に

改める。

第４６条中「によって」を「により」に改める。

第４７条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改め、

同条第２項中「通知によって」を「通知により」に、「第１７条の２の規定によって」

を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤納金とみなして、

同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用することができるものとし、当該市町村

徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」を「を納付し、又は納入することを委

託したものとみなす」に改める。

第４７条の２第１項中「によって徴収することが」を「により徴収することが」に、

「においては」を「には」に改め、「及び均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収

を行う森林環境税額を含む。以下この条及び第４７条の５において同じ。）」を加え、

「によって徴収する場合」を「により徴収する場合」に、「によって徴収する。」を「に

より徴収する。」に改め、同項第２号及び同条第２項中「によって」を「により」に改

める。

第４７条の６第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改

め、同条第２項中「方法によって」を「方法により」に、「第１７条の２の規定によっ

て」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤納金とみな

して、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用することができるものとし、当該

市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」を「を納付し、又は納入するこ

とを委託したものとみなす」に改める。

第５０条第２項中「においては」を「には」に改める。

第８２条第１号エ中「及び」を「、」に改め、「３輪のもの」の次に「及び道路運送

車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項第１３号の６に規定す



る特定小型原動機付自転車」を加える。

附則第８条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。

附則第１０条の２に次の１項を加える。

１７ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する条例で定める割合は、３分の１とす

る。

附則第１０条の３第１３項を同条第１４項とし、同条第１２項中「附則第７条第１３

項」を「附則第７条第１７項」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第１１項の次

に次の１項を加える。

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有に係

る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定マンションに

係る同項に規定する工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した

申告書に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しな

ければならない。

⑴ 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法

人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日

⑷ 当該工事が完了した年月日

⑸ 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には、３

月以内に提出することができなかった理由

附則第１５条の２を削る。

附則第１５条の２の２第４項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改め、

同条を附則第１５条の２とする。

附則第１５条の６第３項を削る。

附則第１６条の２第３項中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改める。

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年度」に改める。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。



⑴ 第８２条第１号エの改正規定及び附則第４条第１項の規定（この条例による改

正後の新城市税条例（以下「新条例」という。）附則第１６条の２第３項に係る部

分を除く。） 令和５年７月１日

⑵ 第３４条の９第２項並びに第３８条の見出し及び同条第１項の改正規定、同条

に１項を加える改正規定並びに第４１条、第４４条、第４７条、第４７条の２及

び第４７条の６の改正規定並びに附則第１５条の２の２の改正規定（同条第４項

中「１００分の１０」を「１００分の３５」に改める部分に限る。）及び附則第１６

条の２第３項の改正規定並びに次条第１項並びに附則第４条第１項（新条例附則

第１６条の２第３項に係る部分に限る。）及び第３項の規定 令和６年１月１日

⑶ 第３６条の３の２の改正規定及び次条第２項の規定 令和７年１月１日

（市民税に関する経過措置）

第２条 前条第２号に掲げる規定による改正後の新城市税条例の規定中個人の市民税

に関する部分は、令和６年度分以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和

５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。

２ 新条例第３６条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を受ける

べき新城市税条例第３６条の３の２第１項に規定する給与（以下この項において「給

与」という。）について提出する同条第１項の規定による申告書について適用し、同

日前に支払を受けるべき給与について提出した同項の規定による申告書については、

なお従前の例による。

（固定資産税に関する経過措置）

第３条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和５年度以後の年度分の固定

資産税について適用し、令和４年度分までの固定資産税については、なお従前の例

による。

（軽自動車税に関する経過措置）

第４条 新条例第８２条第１号エ及び附則第１６条の２第３項の規定は、令和６年度

以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自動車

税の種別割については、なお従前の例による。

２ 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得されたこの条例に

よる改正前の新城市税条例附則第１５条の２及び第１５条の６第３項に規定する３

輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の



例による。

３ 新条例附則第１５条の２第４項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行

の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境性能

割について適用し、同日前に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動

車税の環境性能割については、なお従前の例による。

理 由

この案を提出するのは、地方税法の一部改正に伴い、規定を整理する等のため必要

があるからである。



第１０９号議案

新城市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正

新城市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める

ものとする。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行

新城市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

新城市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１７年新城市条例第５７号）の一部

を次のように改正する。

附則第３項前段を次のように改める。

第２条の規定にかかわらず、職員が、市長が定める場所において、特定新型イン

フルエンザ等（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）

第２条第１号に規定する新型インフルエンザ等で、当該新型インフルエンザ等に係

る同法第１５条第１項に規定する政府対策本部が設置されたもの（市長が定めるも

のに限る。）をいう。）から市民の生命及び健康を保護するために行われた措置に

係る作業であって市長が定めるものに従事したときは、防疫等作業手当を支給する。

附則第４項を次のように改める。

４ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につき４，０００円の範囲内で市長が

定める額とする。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の新城市職員の特殊勤務

手当に関する条例の規定は、令和５年５月８日から適用する。

理 由

この案を提出するのは、新型コロナウイルスの感染症法上の位置付けが新型インフ

ルエンザ等感染症から５類感染症に変更となったことに伴い、防疫等作業手当の特例

を整備するため必要があるからである。



第１１０号議案

新城市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部改正

新城市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定めるものとする。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行

新城市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正す

る条例

新城市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１８年新城市

条例第１号）の一部を次のように改正する。

第２条第１号及び第２号を次のように改める。

⑴ 条例等 条例及び規則（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の

４第２項に規定する規程を含む。）並びに愛知県事務処理特例条例（平成１１年

愛知県条例第５５号）及び愛知県教育委員会事務処理特例条例（平成１２年愛知

県条例第１８号）により市が処理することとされた事務について規定する愛知県

条例及び愛知県の執行機関の規則をいう。

⑵ 市の機関等 市の機関若しくはその機関の職員であって法令若しくは条例等に

より独立して権限を行使することを認められたもの又は地方自治法第２４４条の

２第３項に規定する指定管理者をいう。

第２条第６号中「市の機関」を「市の機関等」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、行政手続等のオンライン化を推進する等のため必要がある

からである。



第１１１号議案

新城市火災予防条例の一部改正

新城市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行

新城市火災予防条例の一部を改正する条例

新城市火災予防条例（平成１７年新城市条例第２３６号）の一部を次のように改正

する。

第３条第１項第３号中「滞溜」を「滞留」に改め、同項第１４号ア中「支わく」を

「支枠」に改め、同項第１７号中「（以下「液体燃料」という。）」を削り、同号ケ

中「作られて」を「造られて」に改め、同項第１８号中「（以下「気体燃料」という。）」

を削り、同条第３項中「出入り口」を「出入口」に改める。

第３条の４第１項第１号ア及び第２号イ中「綱板」を「鋼板」に改め、同条第２項

中「第１項第１１号から第１４号まで」を「第１項第１１号、第１２号及び第１４号」

に、「第３条第３項中」を「同条第３項の規定中」に改める。

第５条第１項中「構造は、次に掲げる基準によら」を「うち、固体燃料を使用する

ものにあっては、不燃材料で造ったたき殻受けを付設し」に改め、同項各号を削り、

同条第２項中「第１項第１１号から第１４号まで」を「第１項第１１号、第１２号、

第１４号」に改める。

第６条第１項第２号中「コンクリートブロツク造」を「コンクリートブロック造」

に改める。

第７条第１項第４号を削る。

第７条の２第１項第１号中「対象火気設備」を「対象火気設備等」に改める。

第８条中「及び第１０号から第１５号まで」を「、第１０号から第１２号まで、第

１４号及び第１５号」に改める。

第８条の２中「第１項第１１号から第１４号まで」を「第１項第１１号、第１２号

及び第１４号」に改める。

第８条の３第２項中「揚合」を「場合」に改め、同条第３項中「並びに第１１条第

１項第３号の２」を「、第１１条第１項第３号の２」に改める。



第９条の２第２項中「第１項第１０号から第１５号まで」を「第１項第１０号から

第１２号まで、第１４号、第１５号」に改める。

第１０条中「グラビヤ印刷機」を「グラビア印刷機」に改める。

第１１条第１項第９号中「、必要に」を「必要に」に改め、同条第２項ただし書中

「おおわれた」を「覆われた」に改める。

第１１条の２第１項中「自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２

条第１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号に規定する原動機付自転車をいう。

第１２号において同じ。）をいう。以下この条において同じ。）に」を「自動車、原

動機付自転車、船舶、航空機その他これらに類するものをいう。以下同じ。）にコネ

クター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するためのものをいう。以下同じ。）

を用いて」に、「及び全出力２００キロワットを超えるものを除く。）をいう」を「を

除く。）をいい、分離型のもの（変圧する機能を有する設備本体及び充電ポスト（コ

ネクター及び充電用ケーブルを収納する設備で、変圧する機能を有しないものをいう。

以下同じ。）により構成されるものをいう。以下同じ。）にあっては、充電ポストを

含む」に改め、同項第１号ただし書中「不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部

のないものに面するときは」を「次に掲げるものにあっては」に改め、同号に次のよ

うに加える。

ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するもの

イ 分離型のものにあっては、充電ポスト

第１１条の２第１項第２号に次のただし書を加える。

ただし、分離型のものの充電ポストにあっては、この限りでない。

第１１条の２第１項第６号中「急速充電設備」を「コネクター」に改め、同項第７

号中「急速充電設備と電気自動車等の接続部に」を「コネクターが電気自動車等に接

続され、」に、「接続部が」を「コネクターが当該電気自動車等から」に改め、同項

第１０号中「構造とし」を「こと。また」に改め、同項第１１号中「緊急停止させる

ことができる措置を講ずる」を「緊急に停止することができる装置を、当該急速充電

設備の利用者が異常を認めたときに、速やかに操作することができる箇所に設ける」

に改め、同項第１２号中「自動車等」を「急速充電設備と電気自動車等」に改め、同

項第１３号中「（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための部分をいう。以下

この号において同じ。）」を削り、同項第１６号中「当該蓄電池」の次に「（主とし



て保安のために設けるものを除く。）」を加え、同項中第１８号を第１９号とし、第

１７号を第１８号とし、第１６号の次に次の１号を加える。

⒄ 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電池（主として

保安のために設けるものを除く。）を内蔵しないこと。

第１２条第４項後段を削る。

第１３条第１項中「４８００」を「４，８００」に改め、同条第４項中「、同条第

２項」を「並びに第２項」に改める。

第１４条第１項第２号中「下向」を「下向き」に改める。

第１５条第１項第１号オ中「二」を「２」に改める。

第１６条第１項中「いう。」の次に「以下同じ。」を加える。

第１７条第１号中「けい留」を「係留」に改め、同条第６号中「取付け」を「取り

付け」に改め、同条第１１号中「けい留」を「係留」に改め、同条第１２号中「おい

ては」を「おいて」に改める。

第１７条の２第１号中「支わく」を「支枠」に改める。

第２１条第１項第２号中「安全装置を」を「安全装置は」に改める。

第２３条第１項ただし書中「場所」を「場合」に改め、同条第３項を削り、同条第

４項中「次の各号に定める」を「当該各号に定める」に改め、同項第２号中「吸殻容

器」を「吸い殻容器」に、「併せて図記号による標識を設けるときは、別表第２に定

めるものとしなければなら」を「健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第３３条

第２項に規定する喫煙専用室標識を設ける場合においてはこの限りで」に改め、同項

を同条第３項とし、同項の次に次の１項を加える。

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識を設けるときは、

「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける図記号にあっては、国際

標準化機構が定めた規格第７０１０号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合するもの

とし、「喫煙所」と表示した標識と併せて設ける図記号にあっては、国際標準化機

構が定めた規格第７００１号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合するものとしなけ

ればならない。

第２３条第５項中「前項第２号」を「第３項第２号」に改める。

第２６条の見出し並びに同条第１項及び第２項中「がん具用煙火」を「玩具用煙火」

に改め、同条第３項中「がん具用煙火」を「玩具用煙火」に、「おおい」を「覆い」



に改める。

第２８条第５項中「吸殻容器」を「吸い殻容器」に改める。

第２９条の見出し中「使用制限」を「使用の制限」に改める。

第２９条の３第１項中「もっぱら」を「専ら」に改める。

第２９条の５中「次の各号に定める」を「当該各号に定める」に改める。

第２９条の６中「最小限度」を「最少限度」に改める。

第３１条の２第２項第８号中「あたって」を「当たって」に改める。

第３１条の６第２項第２号中「漏れ又は」を「漏れ、又は」に改める。

第３１条の７第１項第６号中「促がす」を「促す」に改め、同条第２項中「、適用

しない」を「適用しない」に改める。

第３２条中「場所において」を「場所で」に、「場合で」を「場合において」に改

める。

第３３条第１項各号列記以外の部分中「別表第３」を「別表第２」に改め、同項第

１号ア中「別表第３備考第５号エ」を「別表第２備考第６号エ」に改め、同項第２号

中「別表第３」を「別表第２」に改め、同項第４号中「あたって」を「当たって」に

改め、同条第２項各号中「別表第３」を「別表第２」に改める。

第３４条第１項第５号及び第２項第２号中「別表第３」を「別表第２」に改め、同

項第３号イ中「別表第３」を「別表第２」に改め、同号ただし書中「又は不燃材料」

を「若しくは不燃材料」に、「又は火災」を「、又は火災」に改め、同号エ中「別表

第３」を「別表第２」に改め、同項第４号イ中「別表第３」を「別表第２」に改める。

第３４条の２中「別表第３」を「別表第２」に改める。

第３５条第１号中「いす」を「椅子」に改め、同条第２号中「いす背」を「椅子背」

に、「いす」を「椅子」に、「いす席」を「椅子席」に、「後部の」を「後席の」に

改め、同条第５号ア中「いす席」を「椅子席」に改め、同号アただし書中「端数を」

を「端数は」に改め、同号イ及びウ中「いす席」を「椅子席」に改める。

第３６条第１号中「いす」を「椅子」に改め、同条第２号本文中「いす背」を「椅

子背」に改め、同号ただし書中「いす背」を「椅子背」に、「いす座」を「椅子座」

に改め、同条第４号ア本文中「いす席」を「椅子席」に、「いす背」を「椅子背」に、

「いす席が」を「椅子座が」に改め、同号アただし書中「いす背」を「椅子背」に、

「いす席が」を「椅子座が」に改め、同号イ中「いす席」を「椅子席」に、「幅」を



「、幅」に改める。

第３９条第１号ア前段中「いす席」を「椅子席」に改め、同号ア後段中「長いす」

を「長椅子」に、「いす席」を「椅子席」に、「はしたの数」を「端数」に改める。

第４０条中「ろうか」を「廊下」に改める。

第４２条の３第１項中「規定による」を削り、「同項の規定による」を「前条第１

項の」に改め、同条第２項中「同項の規定による」を「前条第１項の」に改める。

第４５条の見出し中「まぎらわしい」を「紛らわしい」に改め、同条中「もの」を

「者」に改め、同条第１号中「まぎらわしい」を「紛らわしい」に改める。

第４５条の２第１項中「すい道」を「ずい道」に改める。

第４６条の見出し中「又は」を「及び」に改め、同条第１項中「別表第３」を「別

表第２」に、「その」を「、その」に改める。

第４７条第２項中「タンク検査済証」を「水張水圧検査済証」に改める。

別表第２を削り、別表第３を別表第２とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１１条の２第１項の改正規定及

び次項の規定は、令和５年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第１１条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされ

ているこの条例による改正後の新城市火災予防条例（以下「新条例」という。）第

１１条の２第１項に規定する急速充電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準

の適用については、なお従前の例による。

３ 新条例第２３条第３項第２号の規定の適用については、当分の間、同号中「喫煙

専用室標識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一部を改正する法律

（平成３０年法律第７８号）附則第３条第１項の規定により読み替えて適用される

健康増進法第３３条第２項に規定する指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるも

のする。

４ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第２３条

第２項又は第３項第２号に規定する標識と併せて設ける図記号のうち、新条例第

２３条第４項の規定に適合しないものについては、当該規定にかかわらず、なお従



前の例による。

理 由

この案を提出するのは、対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具

等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令の一部改正に伴い、急速充

電設備の全出力の上限を撤廃するとともに、火災予防上必要な措置を整理する等のた

め必要があるからである。



第１１２号議案

新城市市民自治会議条例の一部改正

新城市市民自治会議条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行

新城市市民自治会議条例の一部を改正する条例

新城市市民自治会議条例（平成２５年新城市条例第５号）の一部を次のように改正

する。

第２条第１号及び第２号を次のように改める。

⑴ 市長の諮問に応じ、調査審議すること。

⑵ 条例の運用に関し、市長に意見を述べること。

第２条第３号を削る。

第４条第１項第４号中「必要と認める」を「必要があると認める」に改め、同条第

２項中「２年」を「２年以内」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、新城市市民自治会議の所掌事務を整理する等のため必要が

あるからである。



第１１３号議案

新城市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正

新城市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める

ものとする。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行

新城市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例

新城市印鑑の登録及び証明に関する条例（平成１７年新城市条例第３２号）の一部

を次のように改正する。

第９条の２を次のように改める。

（多機能端末機による印鑑登録証明書の交付）

第９条の２ 印鑑の登録を受けている者は、多機能端末機（市の電子計算機と電気通

信回線で接続された端末機であって、印鑑登録証明書を自動で交付する機能を有す

るものをいう。）に次の各号のいずれかに掲げるものを利用して自ら必要な事項を

入力することにより、印鑑登録証明書の交付を受けることができる。

⑴ 個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カー

ドをいい、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する

法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第１項に規定する個人番号カード用

利用者証明用電子証明書が記録されたものに限る。）

⑵ 移動端末設備（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２条の２第４

項第２号ロに規定する移動端末設備をいい、電子署名等に係る地方公共団体情報

システム機構の認証業務に関する法律第３５条の２第１項に規定する移動端末設

備用利用者証明用電子証明書が記録されたものに限る。）

附 則

この条例は、規則で定める日から施行する。

理 由

この案を提出するのは、多機能端末機による印鑑登録証明書の交付方法を追加する



ため必要があるからである。



第１１４号議案

令和５年度新城市一般会計補正予算（第３号）

この予算を別冊のとおり定めるものとする。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行



第１１５号議案

財産の取得

新城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７

年新城市条例第６１号）第３条の規定により、次のとおり財産を取得することについ

て議会の議決を求める。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行

１ 取得の目的 消防用

２ 品名及び数量 小型動力ポンプ付積載車 ２台

３ 取 得 金 額 １７，８２０，０００円

４ 契約の方法 一般競争入札

５ 契約の相手方 豊橋市西羽田町５番地

山佐産工株式会社

代表取締役 柘 植 学

理 由

この案を提出するのは、消防業務を実施するに当たり、消防車両を取得するため必

要があるからである。

















第１２３号議案

市道の路線認定

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、次の路線を認定

したいので、同条第２項の規定により議会の議決を求める。

令和５年６月１２日提出

新城市長 下 江 洋 行

理 由

この案を提出するのは、一般国道１５１号道路改良事業に伴う路線の再編により、

市道に認定するため必要があるからである。

整理

番号
路線名

起点 重要な

経過地終点

１ 平４号線
新城市川田字平２７番２地先

新城市川田字平３５番３地先


